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 （続紙 ２ ）                          
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は、受講生の満足度など教育サービスの価値創造メカニズムに着目し、基
本フレームワークの構築と具体的教育サービスに適用した実証研究をまとめたもの
である。実証分析は、サービス学、もしくは、教育心理学単独からの分析を行う従
来研究手法とは異なり、学際的アプローチとして、教育サービスの価値共創とその
具体的価値創造プロセスについての実証的提案を行っている点が評価できる。 
 このようなアプローチによる本論文の主たる貢献は、以下の通りである。 
（１）教育心理学における文化的―歴史的活動理論を導入し、サービス学における
サービス・ドミナントロジックを拡張したフレームワークを構築し、価値共創の表
現を精緻化した。これにより、教育サービス分野において、サービスサイエンスや
消費者行動論などと個別に価値共創が扱われていたものを、活動理論によって統合
したフレームワークで議論することを可能にした。 
（２）ミクロレベルにおけるサービス交換の中身を、教師と学生のやり取りを文書
化し、定量分析した。両者のサービス交換が「発達の最近接領域」、「方向付
け」、「心理的安全性」によって特徴づけられていることを明示した。 
（３）サービス提供者が必ずしも自らの資源をすべて受益者に注ぐ必要がないこと
を明らかにした。提供者が自らの資源を使うのではなく、受益者同士のサービス交
換を促すようにコミュニティを作ることで価値共創が促進されることが明らかにな
った。その際、受益者がつながろうとする「発達の最近接領域」の見極めが大切で
ある知見が得られた。 
 一方で、本論文は、主として受講生の満足度に焦点を当てた定量分析を行ってい
るが、教育サービスの価値表現としては、受講生の学習理解度など価値を構成する
他の要素にも焦点を当てることや、「発達の最近接領域」の定量化なども課題であ
る。また、実証分析としては、ビジネススクールという特定の高等教育サービスを
対象としたものであり、高等教育やサービス全般に言及しているものではない。今
後は、このような他の教育制度や他のサービス分野への適用、比較分析を進めるこ
とも課題である。 
 このような課題は残されているものの、本論文では、高等教育サービスにおける
価値共創のモデル化について有益な分析を行っており、学際融合的な貢献が大き
い。今後の高等教育組織の経営、運用においても有用な示唆を与えるものである。 
 よって、本論文は博士（経営科学）の学位論文として価値あるものと認める。ま
た、令和２年２月１９日に実施した論文内容とそれに関連した口頭試問を行った結
果、合格と認めた。 
 
 
